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経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄

●人件費
　集中改革プランに掲げた定員管理計画により、職員給与費が年々減少しているため、人件費に係る経常収支比率は、他団体に比
べ低くなっている。今後も、民間活力の活用等により、人件費の抑制に努める。

●物件費
　物件費に係る経常収支比率が高くなっているのは、集中改革プランに基づき、各種業務の民間委託や指定管理者制度の導入等を
推進していることによる委託料（物件費）の増加が主な原因である。今後も、民間委託できる業務については、委託の推進を視野に入
れており、物件費の増加が見込まれる。

●扶助費
　平成２１年度は保育園民営化等により、扶助費に係る経常収支比率が上昇した。また、今後も高齢化の影響等は避けられず、扶助
費は増加すると見込まれる。

●公債費
　過去からの起債抑制策により、他団体に比べ、公債費は抑制されている。今後、臨時財政対策債等の元金償還により、増加が見込
まれる。

●補助費等
　補助費等に係る経常収支比率が他団体を上回っているのは、病院事業会計繰出金が主な原因である。今後も、病院事業について
は、経営の改善に努める。

●その他
　その他に係る経常収支比率が他団体を上回っているのは、特別会計への繰出金が主な原因である。特に下水道事業については
多くの繰出しを行っている。今後も、下水道事業については、経費の削減に努めるとともに、使用料の適正化を図る。

●普通建設事業費
　平成２１年度は民間処分場環境保全対策事業費負担金の増加等により、人口１人当たり決算額は増加している。今後は、中期財
政計画、総合計画等に基づいて建設事業を実施する。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 4,568,179 67,269 61,348 9.7
賃金（物件費） 597,341 8,796 3,406 158.3
一部事務組合負担金（補助費等） 808,254 11,902 5,168 130.3
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） 500,675 7,373 986 647.8
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 217,439 3,202 3,053 4.9
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 108,378 1,596 1,302 22.6
▲退職金 ▲ 695,570 ▲ 10,243 ▲ 7,882 30.0
合計 6,104,696 89,895 67,381 33.4

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 7.70 6.09 1.61
ラスパイレス指数 94.3 99.1 ▲ 4.8

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）　※1月31日現在の数値

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

元利償還金の額
（繰上償還額等を除く）

2,206,269 32,489 35,481 ▲ 8.4

積立不足額を考慮して算定した額 - - 19 -
満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）

- - 107 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 1,084,112 15,964 9,277 72.1
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

31,478 464 3,156 ▲ 85.3

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

737 11 1,274 ▲ 99.1

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

- - 24 -

▲特定財源の額 ▲ 587,563 ▲ 8,652 ▲ 8,528 1.5
▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 1,515,996 ▲ 22,324 ▲ 24,687 ▲ 9.6

合計 1,219,037 17,951 16,124 11.3

※実質公債費比率については1月31日現在の数値

当該団体決算額
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当該団体決算額
（千円）

歳出比較分析表(平成21年度普通会計決算) 福井県 敦賀市

※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

4,270,574 62,662 13.7 36,976 8.8 4.9

うち単独分 3,028,766 44,441 14.2 21,184 ▲ 3.1 17.3

4,731,648 69,519 10.9 35,287 ▲ 4.6 15.5

うち単独分 4,000,126 58,771 32.2 22,883 8.0 24.2

3,179,947 46,789 ▲ 32.7 33,360 ▲ 5.5 ▲ 27.2

うち単独分 2,227,181 32,770 ▲ 44.2 21,314 ▲ 6.9 ▲ 37.3

4,081,697 60,096 28.4 32,868 ▲ 1.5 29.9

うち単独分 1,847,780 27,205 ▲ 17.0 22,184 4.1 ▲ 21.1

4,136,495 60,912 1.4 38,558 17.3 ▲ 15.9

うち単独分 2,682,294 39,498 45.2 24,217 9.2 36.0

過去５年間平均 4,080,072 59,996 4.3 35,410 2.9 1.4

うち単独分 2,757,229 40,537 6.1 22,356 2.3 3.8
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